
１ 地域福祉保健推進事業 

 

誰もが住み慣れた地域で安心して充実した生活を営むことができるよう、地域で支えあう仕組みづくり等

を進めていくことを目指して地域福祉保健推進事業を実施しています。 

地域福祉保健の推進は、行政や事業者だけの課題ではなく、互いに支え合う心やボランティア活動の広が

りなど、つながりのある地域づくりが基礎となります。そのため、市民が福祉保健活動に参加しやすい仕組

みづくりや活動の場の整備などを行い、ボランティアによる活動や、地域の支え合いを支援するとともに、

多様なサービスが地域の中で効果的・総合的に提供できるよう地域福祉保健を推進しています。 

また、サービスの質の向上や利用者が的確にサービスを選択できるようにするための事業の充実を図りま

す。 

 

１ 地域福祉保健計画の策定・推進 

 (1) 事業内容 

高齢者、障害者、子供などの既存の分野別の計画、制度、施策を地域の生活者の視点から再度捉え直

し、市民と行政が共に考え具体的に行動していくために、「地域福祉保健計画」を策定・推進します。 

区ごとに策定する「区計画」を中心的な計画と位置付け、計画の策定から推進、評価にわたる一連の

過程を市民と協働で進めながら、地域の生活課題を社会全体で解決するための支え合いの仕組みづくり

を、長期的な視点で進めます。 

また、区計画を支援するため市計画を策定し、計画の基本理念や方向性を提示するとともに、区計画

推進のために市として取り組む事項を定めています。 

(2)  計画の策定・推進状況 

各区では、平成 27 年度までの間で第２期区計画を推進しており、区の特性を活かした地域の支え合い

やつながりづくりといった、様々な地域福祉保健活動に取り組んでいます。また、より身近な地域を単

位とする取組を進めるため、第２期区計画では地区別計画を全区で策定し、推進しています。地区別計

画の推進については、区、区社会福祉協議会、地域ケアプラザの職員などをメンバーとする地区別支援

チームが編成され、推進を支援しています。あわせて、平成 26 年度は、第３期区計画（平成 28～32 年

度）の策定に向け、ニーズ調査・地域課題分析等を進めました。 

市計画の推進では、区計画の推進を支援する研修や、地域福祉コーディネーターなどの地域福祉保健

人材の育成、市民への啓発などに取り組んでいます。 

  ＜平成 26 年度実績＞ 

  ア 横浜市地域福祉保健計画策定・推進委員会等 

学識経験者、保健・医療・福祉関係者、公募した市民委員等による策定・推進委員会を開催し、市・

区の計画推進状況の把握及び市計画で推進していく取組等の検討を行いました。 

また、行政と社会福祉協議会が協働で計画検討会を開催し、各々が取り組むべきこと等を検討して

一体的に計画を推進しました。 

 策定・推進委員会開催回数 ２回 

地域福祉保健計画・地域福祉活動計画検討会 １回 

  イ 地域ケアプラザ職員等養成研修 

  地域ケアプラザ等に勤務する職員を対象に、個別・地域の課題解決、ネットワーク構築に関する知

識・技術の習得等、ケースワーク・コーディネート力を高めるための研修を実施しました。 

    講座数 ５講座   参加人数 359 人（参加延べ人数） 

  ウ 福祉・保健カレッジ 

    市内の大学・専門学校、ＮＰＯ法人、専門研修機関等が連携・協力して研修を企画・実施しました。 

    参画機関数 18機関   研修実施数 100 講座 

 (3)  地域福祉保健計画との関連事業 

  ア ひとり暮らし高齢者「地域で見守り」推進事業 

  民生委員及び地域包括支援センターに対して、在宅で 75 歳以上のひとり暮らし高齢者の個人情報を

提供し、必要な人に対する相談や見守り活動等につなげる取組を実施しました。平成 26 年度は、18

区 259 地区で実施しました。 
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イ 地域の見守りネットワーク構築支援事業 

地域の見守り体制を構築するため、地域主体の見守り活動の活動費を助成するとともに、継続的な

支援が必要な地区に対して、活動費と拠点の取組に要する費用を助成しました。あわせて、モデル事

業として、要援護者が多く共助が困難な地区等を対象に、個別訪問による実態把握や相談支援を実施

するとともに、必要な支援策の検討を行いました。 

実施地区数 12 地区 

ウ  災害時要援護者支援事業 

災害時に自力避難が困難な高齢者や障害者等に対し、地域の自主的な取組により安否確認等支援が

できる体制づくりを、区と連携して推進しました。   

実施地区数（単位町内会） 2,032 地区 

 

２ 地域ケアプラザの整備・運営 

 (1) 事業内容 

市民の誰もが、住み慣れた地域において健康で安心した生活を営むことができるように、地域の福祉

活動、保健活動等の振興を図るとともに、福祉・保健サービス等を身近な場所で総合的に提供する施設

として、地域ケアプラザを中学校区程度に１か所整備していきます。 

なお、平成 18 年度から、すべての地域ケアプラザと一部の特別養護老人ホームに、介護保険制度の中

に位置づけられた「地域包括支援センター」を設置し、高齢者に対する総合的なサービスの相談・調整

等や、介護予防ケアプランの作成等を行っています。 

(2) 施設の機能 

ア 地域のボランティア等福祉・保健活動の支援及びこれらの活動の交流のための施設の提供 

イ 福祉・保健等に関する相談・助言・調整 

ウ 福祉・保健サービス（一部施設を除く。） 

例）高齢者デイサービス 

健康状態の確認、入浴、食事、機能訓練、送迎 

  エ ケアプラン・介護予防ケアプランの作成 

  オ 支援困難な方への対応や関係機関とのネットワーク構築、ケアマネジャーへの支援など 

 (3) 利用日等 

ア 開館時間 

月曜日～土曜日  午前９時から午後９時まで 

日曜日・祝日等  午前９時から午後５時まで 

イ 休館日 

施設点検日（月１回）及び年末年始（12 月 29 日から１月３日まで） 

(4) 平成 26 年度実績 

ア 建設等（６か所） 

名 称 建 設 場 所 整備内容 

馬場地域ケアプラザ 鶴見区馬場七丁目 平成 26 年 12 月しゅん工 

日限山地域ケアプラザ 港南区日限山一丁目 工事入札 

すすき野地域ケアプラザ 青葉区すすき野一丁目 基本・実施設計 

新羽地域ケアプラザ 港北区新羽町 賃貸借 

深谷俣野地域ケアプラザ 戸塚区深谷町 地質調査、基本・実施設計 

二俣川地域ケアプラザ（仮称） 旭区二俣川２丁目 床取得 

イ 運営（133 か所） 

利用者数（平成 26 年度）       3,540,568 人 

うち デイサービス延利用人員 1,021,673 人 

（デイサービス契約人員（平成 26 年度末） 11,782人） 
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３ 福祉保健活動拠点の運営 

 (1) 事業内容 

地域における市民の自主的な福祉活動、保健活動等の場の提供及び支援並びにボランティアに関する

情報提供・育成支援・紹介等を行う施設として、福祉保健活動拠点を各区に１か所設置しています。 

(2) 施設内容 

団体交流室、対面朗読室・編集室、録音室、点字製作室、多目的研修室、事務室等 

 (3) 利用日等 

ア 開館時間 

月曜日～土曜日 午前９時から午後９時まで 

日曜日・祝日等  午前９時から午後５時まで 

イ 休館日 

年末年始 

 (4) 平成 26 年度実績 

ア 運営主体（指定管理者） 

各区社会福祉協議会 

イ 利用状況（平成 26年度） 

名 称 開 所 日 利用延べ件数 

鶴見区福祉保健活動拠点 平成 11 年 10 月 18 日 3,093 

神奈川区福祉保健活動拠点 平成 11 年５月１日 3,682 

西区福祉保健活動拠点 平成 20 年１月１日 2,940 

中区福祉保健活動拠点 平成 16 年 11 月１日 2,630 

南区福祉保健活動拠点 平成 16 年７月１日 1,944 

港南区福祉保健活動拠点 平成 14 年 11 月 25 日 3,123 

保土ケ谷区福祉保健活動拠点 平成 11 年 10 月 25 日 3,538 

旭区福祉保健活動拠点 平成 14 年２月１日 2,589 

磯子区福祉保健活動拠点 平成 13 年２月 15 日 1,575 

金沢区福祉保健活動拠点 平成 11 年５月１日 2,442 

港北区福祉保健活動拠点 平成 11 年５月１日 4,164 

緑区福祉保健活動拠点 平成 10 年 12 月１日 1,537 

青葉区福祉保健活動拠点 平成 17 年 4 月 4 日 2,910 

都筑区福祉保健活動拠点 平成 15 年 12 月 22 日 1,978 

戸塚区福祉保健活動拠点 平成 11 年 12 月６日 3,071 

栄区福祉保健活動拠点 平成 13 年３月１日 2,966 

泉区福祉保健活動拠点 平成 14 年３月 11 日 2,423 

瀬谷区福祉保健活動拠点 平成 14 年 11 月１日 1,769 

合   計 48,374 

 

４ 民生委員・児童委員 

 (1) 事業内容 

本市民生委員制度は、大正９年４月に「横浜市方面委員規定」が制定され、民間の篤志奉仕家として

48 名の方面委員を委嘱したことに端を発し、以来 90 年を越える伝統と実績を有し、本市福祉行政の推

進に大きな役割を果たしてきました。 

民生委員・児童委員は、地域活動や訪問活動などを通じた地域の福祉ニーズの把握、福祉保健センタ

ー等関係機関との連絡・協力など、地域に生活する市民の立場で、地域福祉増進のための幅広い活動を

行っています。 

また、主任児童委員は、児童福祉に関する事項を専門的に担当し、児童委員と連携して、関係機関・

団体等との連絡・調整などを行っています。 
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(2) 民生委員・児童委員数（主任児童委員を含む） 
                                    （平成27年３月31日現在） 

 定数 
現  員 地区民生委員児 

童委員協議会数 男 女 計 

鶴   見   336( 34)    90( 10)   240( 24)   330( 34)  17 

神 奈 川   315( 36)    76(  5)   221( 28)   297( 33)  18 

西   123( 12)    35(  0)    82( 11)   117( 11)   6 

中   191( 26)    44(  3)   135( 20)   179( 23)  13 

南   278( 33)    74(  0)   201( 33)   275( 33)  16 

港   南   291( 30)    47(  0)   232( 30)   279( 30)  15 

保土ケ谷   296( 44)    47(  2)   235( 41)   282( 43)  22 

旭   332( 40)    74(  1)   241( 37)   315( 38)  20 

磯    子   229( 19)    54(  2)   165( 15)   219( 17)   9 

金    沢   281( 33)    52(  0)   211( 31)   263( 31)  16 

港    北   405( 42)    91(  4)   303( 38)   394( 42)  21 

緑   223( 23)    55(  1)   166( 22)   221( 23)  11 

青    葉   331( 32)    60(  1)   262( 31)   322( 32)  16 

都    筑   185( 20)    56(  5)   123( 14)   179( 19)  10 

戸    塚   328( 36)    83(  3)   236( 30)   319( 33)  18 

栄   161( 14)    46(  0)   113( 13)   159( 13)   7 

泉   187( 24)    68(  0)   117( 24)   185( 24)  12 

瀬    谷   162( 24)    48(  0)   110( 24)   158( 24)  12 

計 4,654(522) 1,100( 37) 3,393(466) 4,493(503) 259 

      ※（ ）内は、主任児童委員で内数 

 (3) 民生委員・児童委員の活動状況 

（平成 26 年度） 

項       目 年間取扱件数 比率（％） １人当たり年間取扱件数 

相談 

 ・ 

支援 

件数  

高 齢 者 に 関 す る こ と  84,831  66.1  21.3 ※ 

障 害 者 に 関 す る こ と   5,666   4.4   1.4 ※ 

子 ど も に 関 す る こ と  21,181  16.5 4.7 

そ の 他  16,690  13.0 3.7 

計 128,368 100.0 －  

 

その 

他の 

活動 

件数 

調 査 ・ 実 態 把 握  49,214   8.9  11.0 

行事・事業・会議への参加協力 142,714  25.8  31.8  

地 域 福 祉 活 動 ・ 自 主 活 動 231,006  41.8 51.4  

民 児 協 運 営 ・ 研 修 124,414  22.5   27.7 

証 明 事 務   4,311   0.8      1.1 ※ 

要保護児童の発見通 告・仲介   1,505   0.3   0.3 

計 553,164 100.0   －  

※１人当たり年間取扱件数のうち、「高齢者に関すること」、「障害者に関すること」、「証明事務」につ

いては、原則として主任児童委員は取り扱わないため、これらの項目については、主任児童委員を除

いた民生委員・児童委員の現員数（3,990 人）を基に算出した。 
 (4) 研修 

市の民生委員・児童委員、主任児童委員で構成する研修委員会において、課題別又は対象者別の研修

を企画・実施しました。 

 

５ 高齢者・障害者権利擁護事業 

 (1) 事業内容 

判断能力が不十分な高齢者や障害者が安心して日常生活を送れるよう、権利擁護に関わる相談や定期
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訪問・金銭管理サービス等を実施する「横浜生活あんしんセンター」の運営を補助しました。 

また、成年後見制度の利用を必要とする高齢者や障害者の権利を擁護し、地域での生活を身近な市民

が支える仕組みづくりを目的に、「横浜市における市民後見人に関する検討委員会」を設置し、市民後見

人の養成・活動の支援について検討を行いました。 

 (2) 横浜生活あんしんセンター運営事業 

ア 相談調整事業 

(ｱ) 内容 

高齢者や障害者の権利擁護に関わる一般相談及び弁護士、社会福祉士による専門相談 

(ｲ) 相談実績（平成 26 年度末現在） 

69,421 件 

イ 定期訪問・金銭管理サービス事業（契約に基づき実施・有料） 

(ｱ) 内容 

定期的な訪問・預貯金の出納代行、公共料金・生活諸費の支払いの代行等 

(ｲ) 契約実績（平成 26 年度末現在） 

617 人（うち 172 人は財産関係書類等預かりサービス併用） 

ウ 財産関係書類等預かりサービス事業（契約に基づき実施・有料） 

(ｱ) 内容 

預貯金通帳、有価証券、証書の保管（金融機関の貸金庫に保管） 

(ｲ) 契約実績（平成 26 年度末現在） 

172 人(うち 169 人は定期訪問・金銭管理サービス併用） 

エ 法定後見・任意後見業務（契約等に基づき実施・有料） 

(ｱ) 内容 

成年後見制度に対応し、法人として後見業務を行う。 

(ｲ) 実績 

ａ 任意後見契約 

契約締結済 12 件 

ｂ 法定後見 

後見人就任件数 61 件 

オ 広報・啓発・研修・研究事業  

 (3) 市民後見人養成・活動支援事業 

  ア 第２期市民後見人養成課程の実施 

モデル区（西区、緑区、青葉区）を除く 15 区の住民を対象に、平成 26年９月から平成 27 年６月ま

で実施（受講者希望者 66名、受講決定者 66 名） 

イ 外部学識経験者、弁護士等専門職団体による市民後見推進委員会を設置し、横浜市における市民後

見人のあり方や仕組みづくりについて検討（年３回開催） 

(4) 実施主体 

(2)については社会福祉法人横浜市社会福祉協議会及び各区社会福祉協議会 

(ア～ウの業務を各区社会福祉協議会に委託) 

(3)については横浜市 

（(3)に関する業務を社会福祉法人横浜市社会福祉協議会横浜生活あんしんセンターに委託） 

 

６ 福祉保健研修交流センター「ウィリング横浜」の運営 

 (1) 事業内容 

福祉保健活動の推進に必要な人材の育成・確保のため、福祉保健活動等の従事者・市民に対し、研修・

情報提供等を行うとともに、交流の場・機会を提供しています。 

 (2) 施設概要 

ア 所在地 

港南区上大岡西一丁目６番１号（ゆめおおおかオフィスタワー ４階～６階の一部、８階の一部～

12 階） 

イ 施設内容 
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研修室・討議室、和室、介護・調理実習室、情報資料室、レストラン 

ウ 運営主体（指定管理者、第三期指定期間：平成 25 年４月～平成 30 年３月） 

社会福祉法人 横浜市社会福祉協議会 

エ 開所日 

平成９年 10 月１日 

(3) 事業実施状況（平成 26 年度） 

ア 研修室等の貸出し 

 研修室・討議室 

〔全日〕 

研修室・討議室・実習室 

〔全日〕 

利用件数 13,817 件 15,269 件 

稼働率 61.6％ 59.6％ 

イ  福祉保健に関する研修 

分 類 件数（件） 本数（本） 日数（日） 受講者数（人） 

組織力向上コース     26     32      61      1,202 

専門力向上コース     31     42      46      2,212 

民生委員児童委員・ 

主任児童委員コース 
     5     8      8      1,268 

計     62     82     115      4,682 

ウ 情報資料室の運営  

(ｱ) 資料等の収集・整備   

種 類 26 年度収集・整備数（点） 累計（点） 

図書・資料・合冊製本          421      39,794 

逐次刊行物          868      32,021 

視聴覚資料           10       1,157 

(ｲ)利用状況 

利用者数：11,832 人、資料貸出数：5,735 件、貸出利用登録者数 372 人（総登録者数 11,390 人） 

エ 研究団体の支援 

   登録団体：８団体、研究室利用実績：106 件   

オ 福祉人材の確保・就業支援事業 

(ｱ) 福祉施設就職説明会の開催 

(ｲ) 福祉の資格を知るシンポジウムの開催 

(ｳ) 福祉施設バスツアーの開催 

(ｴ) 福祉保健交流スペース「ウェルじゃん」の運営（求人情報の提供、個別相談会の開催等） 

カ 福利厚生事業 

福祉保健従事者等のための「こころの相談室」  

相談日数 99 日、利用件数 154 件 

 

７ 横浜市社会福祉センターの運営 

 (1) 事業内容 

市民の福祉意識を高め主体的な福祉活動を推進するため、社会福祉を目的とする市民の相互交流及び

活動の場を提供するとともに、ボランティア支援などの社会福祉に関する相談や支援を行っています。 

 (2) 施設概要 

ア 所在地 

中区桜木町一丁目１番地（横浜市健康福祉総合センター内） 

イ 施設内容 

ホール、会議室、軽運動室、ボランティアセンター、相談室、憩いの広間 

ウ 運営主体（指定管理者、第三期指定期間：平成 25 年４月～平成 30 年３月） 

社会福祉法人 横浜市社会福祉協議会 

エ 開所年月 
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昭和 56 年４月 

 (3) 事業実施状況（平成 26 年度） 

ア ホール・会議室等の貸出し 

 ホール 会議室 軽運動室 計 

利用件数 548 件 5,045 件 759 件 6,352 件 

稼働率 60.0％ 78.3％ 82.5％ 76.8％ 

 

イ  ボランティアセンター諸室利用件数等 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｺｰﾅｰ 点字製作室 録音室 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｽﾍﾟｰｽ ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾙｰﾑ 計 
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 

ｱｸｾｽ数 

593 件 463 件 460 件 376 件 522 件 2,414 件 393,986 件 

 

ウ その他事業 

(ｱ) ボランティアセンター諸室・機材の貸出し 

ボランティアルーム、点字製作室、録音室などの諸室や視聴覚機材などを、ボランティア団体に

貸し出しています。 

(ｲ) プレイルームの活用 

子育て支援者による相談の場や子育てサークルの活動場所等として貸し出しています。 

 

33


	00(1)表紙
	00(2)目次（更新済）
	00(3)機構図（常任初委員会のもの）【職員課】
	H26組織図

	00(4)事務分掌【職員課】
	00(5)予算決算（局）【26歳入】（0311修正）
	歳入収支＆歳出財源内訳

	00(6)予算決算（局）【26歳出】（0311修正）
	歳出決算

	00(7)予算決算（局）【26特会】
	特別会計決算

	01(1)地域福祉保健推進事業(地域福祉保健部)【修正】
	02福祉のまちづくり条例推進事業
	03(1)生活保護事業（生活支援課）
	03(2)生活保護事業（生活支援課）
	３被保護世帯推移

	03(3)生活保護事業（生活支援課）※修正版
	03(4)生活保護事業（生活支援課）
	７世帯別推移

	03(5)生活保護事業（生活支援課）
	03(6)生活保護事業（生活支援課）_提出用
	１０保護支出状況

	03(7)生活保護事業（生活支援課）1
	04国民年金事業
	05(1)国民健康保険事業
	05(2)国民健康保険事業（被保険者区別加入状況）
	P60福祉年報グラフ

	05(3)国民健康保険事業（被保険者事由別異動状況）
	P61福祉年報事由別

	05(4)国民健康保険事業（３保険給付～６財政）
	06福祉医療事業
	１　ひとり親家庭等医療費助成事業
	２　小児医療費助成事業
	３　小児慢性特定疾患医療給付
	４　育成医療給付
	５　結核児童療育医療給付
	６　未熟児養育医療給付
	７　重度障害者医療費助成事業
	８　更生医療給付

	07後期高齢者医療
	08障害福祉事業
	09(1)高齢福祉事業【高齢部】
	09(2)高齢福祉事業【高齢部】
	10介護保険事業【高齢部】
	11健康づくり【保健事業課】
	12検診【保健事業課】
	13地域保健【保健事業課】
	14感染症対策(健康安全課)0324
	15食品衛生【再提出／二校】
	そのうち、特に、発症した場合に被害拡大が予想される高齢者・乳幼児が利用する福祉施設や病院、多数の人々が集まる宴会等を行うホテルなど1,284施設については重点的に立入り、監視指導を行いました。
	また、関連部局や各区と連携して、食品等事業者や福祉施設の介助等の従事者及び消費者に対して、ノロウイルスの感染のメカニズムや吐物処理方法など、食中毒や感染症予防に向けた普及啓発を行いました。
	さらに、市内に流通する二枚貝やその加工品のノロウイルス検査を69検体行いました。このうち１検体からノロウイルスが検出され、製造所を所管する自治体へ情報提供しました。
	(ｱ) 理化学検査
	(ｲ) 微生物検査

	16動物保護管理【動愛Ｃ回答】
	17生活衛生【0311修正】
	18斎場、墓地及び霊堂(H28.2.3　0800提出用　黒字)　
	19地域医療
	20医療安全【医療安全課】
	21(1)その他の事業（横浜市社会福祉審議会）
	21(2)その他の事業（福祉調整委員会）
	21(3)その他の事業（墓地調停委員会）
	21(4)その他の事業（横浜市社会福祉協議会ほか）
	21(5)その他の事業（戦没者遺族等の援護ほか）
	21(6)その他の事業（職員の研修）
	21(7)その他の事業（監査）
	21(8)その他の事業（放射線対策の推進）(健康安全課) 0208
	21(9)その他の事業（臨時福祉給付金給付事業)



